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平成３０年第２回長与町議会定例会 

議事日程（第４号） 

平成３０年 ６月 ８日（金） 

午 前 ９時３０分 開 議  

日程 議案番号 件        名 備 考 

１ ― 一般質問  

２ ３７ 
長与町税条例等の一部を改正する条例の専決処分の承認を求める

ことについて 
― 

３ ３８ 
長与町都市計画税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を

求めることについて 
― 

４ ３９ 
長与町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承

認を求めることについて 
― 

５ ４０ 長与町いじめ問題対策連絡協議会等条例 総文 

６ ４１ 
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例 
総文 

７ ４２ 
長与町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 
産厚 

８ ４３ 
長与町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 
産厚 

９ ４４ 
長与町指定地域密着型サービスの事業者等の指定に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 
産厚 

１０ ４５ 長与町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 産厚 

１１ ４６ 平成３０年度長与町一般会計補正予算（第１号） 総文 

    

    

    

    

    

    

    

※ 付託予定の委員会 

 



○議長（内村博法議員） 

皆さんおはようございます。 

日程第１、昨日に引き続き一般質問を行います。 

なお、質問並びに答弁は会議規則第５４条第１項の規定を遵守し簡明にお願いします。

なお、通告外にわたっての発言はできないことを申し添えます。 

通告順１１、安部都議員の①防災対策の情報発信と避難体制の取組について。②男女

共同参画社会に関わる人権尊重についての質問を同時に許可いたします。 

３番安部都議員。 

○３番（安部都議員） 

皆さん、おはようございます。今日、最後の一般質問者となりました。１時間一緒に、

最後までお付き合いください。よろしくお願いいたします。 

それでは、質問に移ります。①防災対策の情報発信と避難体制の取組についてお伺い

いたします。東北大震災から７年が経過し、未だ行方不明者や故郷へ帰れない多くの被

災者がいます。そして、２年前に起きた熊本大地震、昨年の福岡豪雨災害、鹿児島の火

山噴火、そして現在進行中のハワイ島のキラウエア火山の噴火が起き、地域住民や観光

産業に打撃を与えています。また、近い将来、南海トラフ地震が起きると予想されてい

ます。その際、九州にも大きな影響があると思われます。そこで、緊急災害時の長与町

地域防災計画に基づいた今後の防災対策と避難体制の取組についてお伺いいたします。

１、災害緊急時の避難行動要支援者等のプラン作成とその進捗状況についてお伺いいた

します。防災トリアージ、トリアージというのはフランス語で選択という意味です。こ

れは避難所のトリアージも含みます、の考え方と福祉避難所についてお伺いいたします。

デジタル防災行政無線の状況と防災情報の配信のあり方等についてお伺いいたします。

非常災害時の取組と防災訓練の状況についてお伺いいたします。 

②男女共同参画社会に関わる人権尊重についてお伺いいたします。政府は、女性活躍

推進を掲げ女性の社会参画を推進しています。しかし、労働者の中の非正規労働者の７

割が女性であり、女性が働きたくても働けない現状が立ちはだかっております。また、

昨今、若い女性の過労死や職場でのパワーハラスメント被害や現在、障害者への旧優生

保護法問題など人権と基本的権利や命を損なう問題が注視されております。また、自ら

の命を絶つ自死の問題などもあります。様々な角度から男女共同参画に係る人権につい

てお伺いいたします。１、女性の社会進出や活躍社会の町の考え方についてお伺いいた

します。２、町における女性の参画状況の取組についてお伺いいたします。３、政治分

野における女性議員を増やすための町の見解と対策をお伺いいたします。４、待機児童

の現状についてお伺いいたします。５、行政等のイベントの際の親子連れの子ども一時

預かりの取組についてお伺いいたします。６、町内における旧優生保護法問題について

の見解をお伺いいたします。７、心の健康相談窓口設置についてお伺いいたします。 

以上、答弁お願いいたします。 



○議長（内村博法議員） 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

改めまして皆さんおはようございます。今日最初で、今回の議会の最後の質問者であ

ります安部議員の質問にお答えをいたします。括りとしましては、大きく防災対策の情

報発信と避難対策の取組についてということで、１点目が災害緊急時の避難行動要支援

者等のプラン作成とその進捗ということでございました。町では平成３０年３月に長与

町避難行動要支援者避難支援プラン全体計画を策定いたしました。この全体計画では、

町内の自力で避難することが困難と考えられる高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、観光

客、外国人等の要配慮者のうち、一定の基準を満たした避難行動要支援者に対しまして、

平常時、災害時にどのような避難支援を行うかなどを決めております。全体計画は地域

防災計画の下位計画でございます。基本方針といたしまして、平常時におきましては避

難行動要支援者連絡会議を開催し、町全体としての避難支援等の方策を検討するとなっ

ております。なお現在、避難行動要支援者それぞれに合った避難支援プラン個別計画の

策定に向けまして、自治会、自主防災組織、長与町民生委員児童委員、長与町社会福祉

協議会などの協力を得ながら関係者との協議を進めておるところでございます。 

続きまして２点目の防災トリアージの考え方と福祉避難所についての御質問でござい

ます。トリアージとは、先程説明がありましたように大規模災害等が発生した際に、多

数の負傷者が発生し救命処置の優先順位について専門的知識を有した人が判断すると言

われております。今回、避難所トリアージのことということでお答えいたしますけども、

大規模災害発生によりまして、避難所の収容人数を大きく超えた避難者が避難してきた

際に、どのような避難者の方を優先的に受け入れるかにつきましては、専門的知識を有

した人が判断することとなることになります。町内に避難所は２７箇所が指定されてお

りまして、その最大収容人数は全体で１万３３２９名を収容可能となっております。こ

れは全町民のおよそ３割程度の人員が収容可能となるわけでございます。また、福祉避

難所につきましては、町内事業者２者と協定を締結しておりまして、通常の避難所では

生活が困難な方が避難生活を送るための施設として対応していきたいと考えております。 

３点目のデジタル防災行政無線の状況と防災情報の配信の在り方の質問でございます。

現状といたしましては、平成２８年度末より防災行政無線のデジタル化整備工事が完了

いたしました。それに伴いまして各情報媒体との連携が可能となっております。防災行

政無線につきましては、一般に町内放送と呼ばれておりますけれども、町内には子局が

６１か所、再送信子局が３か所の計６４か所から町全体に対し、情報や町からのお知ら

せまた緊急放送等を発信しておるところであります。設置箇所につきましては、音達図

や現地確認により町全域をカバーできるよう選定をしております。次に登録制メールで

すが、町内放送の内容をメールにより配信をいたしまして、聞きそびれ等による再確認

等にも活用をされておるところであります。なお、従前の登録制メールでは町からの放



送内容が全て配信されていましたが、新システムにおきましては３点の改良があります。

１点目は、町からのお知らせであります行政情報、２点目が大雨警報や避難所開設、避

難情報等であります防災情報、そして３番目が、消防団が出動するものに限りますけれ

ども、町内の火災発生状況をお知らせします火災情報でございます。次に電話利用サー

ビスにより町内放送を録音し、フリーダイヤルをもって対応をしております。そして、

インターネットの普及にあわせまして、町ホームページの左上の欄に緊急情報という欄

がございます。これをクリックしますと中に入るわけでございます。町内放送内容を掲

載することにしております。また、Facebook につきましては、メール配信文と同じ内容

も掲載しておりまして、ナガヨミックンのアカウントを活用しております。なお、

Twitter につきましては文字制限１４４文字ということで、基本的には Facebook と同じ

運用ではありますけれども、長文になる場合には２つに分けて配信するということにし

ております。次にケーブルテレビ連携につきましては、長崎ケーブルテレビの御協力に

よりまして、登録制メール配信文をそのまま掲載をしております。 

続きまして４点目の非常災害時の取組と防災訓練の状況についてでございます。非常

災害時の取組につきましては、地域防災計画に位置付けております。なお、取組は多岐

にわたるため避難所関連についての近年の主な変更点としましては、西日本電信電話株

式会社長崎支店との協定によりまして、避難所における特設公衆電話の設置が可能とな

っております。また、大型量販店との協定によりまして、駐車場や施設等を一時避難場

所として活用させていただくことや避難者への物資供給を行っていただけることになっ

ております。また、防災訓練につきましては、各自主防災組織が積極的に取り組んで頂

いておりまして、町民の皆様が煙体験等による避難訓練を実施していただいております。 

続きまして大きな２点目、男女共同参画社会に関わる人権尊重についてということで、

１点目が女性の社会進出や活躍社会の町の考え方という御質問でございます。国におき

ましては、少子高齢化により人口減少が進む中、国の持続的な成長と社会の活力を維持

していくためには女性の能力を生かすことが不可欠と捉えておりまして、女性の活躍を

経済成長における重要な戦略と位置付けておりまして、男女共同参画社会の実現に向け

た取組は新たな段階に入っております。女性の活躍が進むことは、男女の働き方、暮ら

し方、意識を変革し男性中心型労働慣行等を見直すこととなりまして、男女が互いに責

任を分かち合いながら共に暮らしやすい社会の実現に繋がるものと考えております。そ

のためには、全ての女性がその生き方に自信と誇りを持ち、自らの意思でその個性と能

力を発揮することにより、職場、家庭、地域などあらゆる場面におきまして活躍できる

ことが重要であると考えております。こうしたことから新たに策定いたしました第３次

男女共同参画計画におきまして、あらゆる分野における女性の活躍を重点目標の１つと

して掲げ、本年度から各種施策に取り組んでいるところでございます。 

次に２点目の町における女性参画の取組状況の御質問でございます。本町におきまし

ては組織運営に男女の多様な意思が公平公正に反映されるよう、女性の政策、方針決定



過程への参画拡大の取組を進めてまいります。町の審議会等委員へ女性を積極的に登用

するほか、女性職員の活躍推進に向けキャリアデザイン研修等への参加を促すとともに、

適正な人事配置に努めているところでございます。こうした取組により平成２９年度に

おける女性の登用率は委員会等が２４.１％、審議会等が３２.５％、課長職以上の管理

職が１２.５％、また、議会における女性議員の割合が２５％といずれも県内において

高い割合となっております。 

続きまして３点目の政治分野における女性議員を増やすための町の見解と対策でござ

います。今年５月２３日に男女が共同して参画する民主政治の発展に寄与することを目

的とした政治分野における男女共同参画の推進に関する法律が公布、施行されました。

本法律には基本原則といたしまして、選挙における男女の候補者の数ができる限り均等

となるよう目指すこと、国及び地方公共団体の責務、政党その他の政治団体の努力義務

などが規定されております。今後、国におきまして実態の調査や施策の検討が行われま

すので、国の動向を注視しながら検討をして参りたいと考えております。 

次に４点目の待機児童の現状の質問でございます。保育所の待機児童につきましては、

待機児童解消加速化プランに基づき、毎年度、保育の受け皿確保に努めてきたところで

ございますが、入所希望者数が整備数を上回っている状況にあるのが現状でございます。

３０年度から新たにスタートいたします「子育て安心プラン」に基づき、現在も待機児

童の解消に向けて関係機関と協議をしているところであります。 

次に５点目のイベント開催時の託児についての御質問でございます。イベント開催時

の託児につきましては、親子での参加が難しく、かつ、子育て世代の参加を促したい場

合にファミリーサポートセンターに依頼しているところでございます。また、行政主催

以外のイベント開催時に託児を頼まれたい場合や個人的にお子様を預けたい場合にもフ

ァミリーサポートセンターの利用を御案内しているところであります。 

次に６点目の旧優勢保護法問題の見解での質問でございます。長崎県におきまして平

成２６年に障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎県づくり条例が施行され、平

成２８年には障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律、いわゆる障害者差別解

消法が施行されたところであります。同時に本町におきましても、長与町における障害

を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領を策定いたしまして、障害をお持ちの

方々に対しまして、町職員が適切に対応するための要領を定めております。改めて障害

や障害のある人に対する理解を深めるとともに、障害のあるなしに関わらず、全ての人

がお互いの人格と個性を尊重し合いながら共生できる社会の実現に努めてまいりたいと

考えております。 

最後になりますけども、７点目の心の健康相談窓口設置についての御質問でございま

す。心の健康相談窓口につきましては、特別に設置しておりませんけれども、主に健康

保険課が相談窓口になっておりまして、業務を行っております。その際、ケースにより

ましては西彼保健所の保健師、作業療法士、医師などと連携を図りながら相談者や家族



の支援を行っております。また、西彼保健所で定期的に実施をしております精神保健福

祉相談につきましては、町広報に掲載し周知を図っております。いずれにいたしまして

も相談しやすい環境づくりを目指してまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

それでは再質問に移らせていただきます。災害緊急時の避難行動要支援等のプラン作

成については、今年３月から作成されているということで回答がありました。それでは、

個別支援計画の要支援者などへのマップの落とし込みや名簿の配付についてはいつ頃完

了し、そしていつまでに避難支援者の手元に配布される予定なのかをお示しください。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

町長の答弁にもございましたが、３０年３月に避難行動要支援者支援プラン全体計画

を策定いたしまして、それに伴いまして名簿の作成と個別支援計画の作成に今年度から、

名簿はもうできてるんですけれども、個別計画の作成に取り組んでまいるところでござ

います。議員がおっしゃいますとおりに、個別計画の中でマップへの落とし込みであっ

たりとか、避難経路の策定であったりとか、そういった個別計画を策定していくわけで

ございますけれども、スケジュールとしましては７月に入りまして、全地区を対象に説

明会を順次開催をして参る予定としております。進めていく中でいろんな問題点とか、

課題とか、そういったことが出てくるかと思われます。そういったこともありますので、

今の予定としましては、全体を１度にするのではなくて、ある程度、説明会は一応コミ

ュニティ単位毎でさせていただこうかなと思ってます。あくまでも単位ですね。それで、

その中からモデル地区ということではないんですけれども、幾つかの地区について、ま

ず、個別計画の作成について実施させていただきまして、そこで出た問題点等を加味し

ながら次の地区、次の地区ということで広げていきたいと思ってます。町の方としまし

ては、できる限り早い段階でもちろん計画の作成は行ってまいりたいと思いますけれど

も、ある程度の、一定の期間は掛かるのかなということでは考えております。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

詳しく説明していただきましたが、それでは避難行動要支援者への同意書というのは、

現在、どのくらい進んでいらっしゃいますでしょうか。どのくらい返って来てるのか、

その辺り分かれば。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 



○福祉課長（細田愛二君） 

平成３０年３月末現在の数字にございますけれども、いわゆる避難行動要支援者と言

われる方の数が１,２５１名いらっしゃいます。うち、同意を得た方の人数が７２９名

となっております。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

コミュニティ単位でモデル地区を実施し問題点を洗い出して、そしてまた要支援者の

同意書は１,２５１名中７２９名っていうところでありますけれども、今現在、来てな

い方たちにもお知らせをしないといけないところでありますけれども、これから数か月

経って進むとは思いますけども、同意が得られなかった方たちというのは、今後どのよ

うにしていくのか、お知らせください。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

これは全体計画の方でも謳っていることであるんですけれども、町の方としまして名

簿を２つ準備するようにしております。１つは全体名簿という形で、これは同意を得ら

れた方、得られなかった方、どちらも把握した先程の１,２５１名の名簿になります。

その中で同意を得られた方の名簿につきましては、その方々の個別支援計画を作成して、

そして防災時の関係部署、消防署であったり警察署であったり、そういった所への名簿

の提供を行うようになっております。ただし、緊急時、災害時等になれば全体名簿、同

意を得られなかった方の名簿についても緊急時には提供できるということになっており

ますので、そこについてもシステムで把握をしている状況でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

それでは、避難支援者などの配布先、どなたを対象にされるのか、お知らせください。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

同意者名簿の提供先としましては、まず消防署。そして消防団。それと警察署。自治

会、自主防災組織は、その地区の方だけの名簿という形になりますけれども。それと民

生委員たちということになります。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 



消防団、消防、警察、自治会、民生委員などと言われましたけれども、今現在、自治

会の方では高齢者等の見守り活動を行っております。そういった方たちは、それぞれの

自治会での高齢者の老々介護、また、独居老人の方たちとかはかなり把握をされて、毎

年、見守りも行っておりますが、その高齢者の見守り活動を行ってる代表者への配布な

どは含まれているのでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

高齢者の見守り活動を自主的に行っておられる地区はあると思いますが、町の方で社

協の方に委託をして見守りをしていただいている地区がございます。１２地区ですけれ

ども、そちら以外にでも自主的に見守りを行っている地区等があるかと思いますけれど

も、名簿の配布先というのは全体計画の方で決まっておりますので、そちらの避難支援

関係者ということになるんですけれども、そういった方々に配布をすると、あくまでも

個人情報でございますので、そういったことで考えております。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

そういった方たちにも広く情報が行き渡って、瞬時に対応ができるようにしていただ

きたいというふうに思います。それでは、災害時には瞬時な行動と敏速な対応が必要と

なります。そこで支援管理システムで、福祉課や地域安全課や介護保険課などの連携は

どうなっているのかお示しください。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

災害時の緊急体制という形になるかと思いますけども、災害対策本部を設置しまして、

その中に総括部、また第２部という形で組織内にそういう連携をする体制を取っていた

だいております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

了解いたしました。やっぱりそれぞれの行政の横割りがしっかりとして対応していか

ないといけませんので、その辺りよろしくお願いいたします。 

それから次、個別支援計画の避難支援プランの中に、例えば今現在行っております、

冷蔵庫に入れて保管してます緊急医療情報キット配付済みのマークなどを導入する。そ

れとまた病名、血液型、服薬内容などを明記しておりますので、そういったところで分

かりやすく支援員や医療機関や救急隊員が瞬時に認識して対応ができるような取組も必



要じゃないかなというふうに思いますが、その辺りのお考えはないでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

今議員がおっしゃいました救急医療情報キット、こちらにつきましては、５月の広報

で周知を図らせていただいているところでございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

周知を図ってるのは分かるんですけれども、その個別計画の中にそういった個人情報

でありますけれども、血液型や服薬内容を明記している緊急キットを配布済みですよと

いうところで、すぐに対応ができるようにするべきではないかなというふうに思います

ので、その辺りお考えをお聞かせください。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

救急医療情報キット、それを利用されてる方とか、そういった情報も個別計画の中、

システムの中に反映させるべきではないかという御質問かと思いますけれども、血液型

であったり服薬情報っていうことは、そのシステムの方には反映をさせる予定としてお

ります。合わせまして救急医療情報キットを持ってらっしゃるとか、そういったことに

ついても情報としては確かにあった方がよろしいかと思いますので、そちらについても

反映をするような形では、ちょっと考えさせていただきたいと思います。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

よろしくお願いいたします。それでは防災トリアージ、避難所トリアージについてお

聞きいたしますが、防災トリアージ、避難所トリアージは命に関わる重要なことで、支

援者がこのトリアージを認識する、意識することによって、また、１人１人の命が救わ

れ、そしてまた快適に避難所でも過ごせる体制が整っていくというふうに思われます。

例えば、南海トラフ巨大地震では死者が約３２万、避難者が約９５０万人以上出ると言

われております。これによって災害医療に必須とされるトリアージなんですけれども、

今現在、静岡市がＮＰＯ法人として災害医療まちづくりが中心となりまして、市民が自

らトリアージの取組を行っております。本町でもこのトリアージ、マニュアル化して欲

しいと思いますが、お考えをお聞かせください。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 



○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

今、トリアージということにつきまして御説明いただきまして、ありがとうございま

した。ただ、本町におきましては、避難所２０何箇所開設をします。そのトリアージの

発生すべき事態というのが、大規模震災というふうな１つの要因的なものがありますの

で、そういう場合には町長の答弁にもありましたように、専門によるトリアージの取扱

いをさせていただこうと思っております。また、避難所につきましても、約３割ぐらい

という形になりますので、町全体、大規模な災害というような想定ではございますが、

その場合例えば、場合によっては自宅の方にというふうな形も、避難をしていただくと

いう、いろんなケースを考えながらこのトリアージということについては対応していき

たいと思います。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

大地震とか、大規模災害が起きた時には、せいぜい２週間、３週間、パニック状態に

皆さんなられますので、そこのところがやっぱり医師不足、病院不足、そして看護師不

足、そしてマンパワー不足ということが想定されます。そういう時にやはり力になるの

は市民の力でありますので、例えば、今ＡＥＤ、市民がすることができますよね、こう

機械を開けてですね、そういったことで市民の方たちがいち早くトリアージの緊急時に

おける体制を取っておくということで、スムーズに避難または命を救うということにな

りますので、早急にトリアージのことも研究していただきたいなというふうに思ってお

ります。福祉避難所は現在２箇所ございますけれども、熊本地震の際に福祉避難所に一

般の方が大挙して避難してきたために、実際に福祉避難所を必要とされる方が入れなか

ったというケースがございました。これ問題視されたんですが、この事態を回避するた

めに本町は、今後、どのような対策を講じるべきだとお考えになりますでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

先程、福祉課からの答弁もございましたように、要支援者の対策の中に要支援者関係

者ということで、いろんな方に入っていただいておりますけども、また、それと合わせ

ながら支援を要する方をどう避難所または福祉避難所へ輸送するかということもこの計

画の中には入っておりますので、そういうふうな個別計画とあわせながら、こういうと

ころも整備していければと思っております。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

その辺りを考えていただきたいというふうに思いますが、現在は、本町の障害者は２,



０８１人いらっしゃいますので、それを鑑みてもやはり福祉避難所が２つというのは非

常に少ないなというふうに思いますので、その辺り今後どのように増設をされるのか、

お考えになってますでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

議員御指摘のとおり現在福祉避難所は、町内に２箇所ということで指定をさせていた

だいておるところなんですけれども、実際、収容人数からいきますと、本町では福祉避

難所の収容人数というのは、特に設定はしていないんですけれども、議員がおっしゃい

ますように障害者の方々が２,０００人以上、今いらっしゃいますけれども、障害者の

方々以外にも福祉避難所への避難を要する方々もいらっしゃるかと思います。ですので、

そういった場合につきましては、例えば、指定をしている福祉避難所以外の所に専門職

員を派遣しての、仮と言いますか、福祉避難所の増設、緊急的な、若しくは県の方で専

門職の応援体制といったものが構築をされておりまして、そこからの人的派遣であった

りとか、そういった体制も構築を今されてきているようですので、そういったものを活

用させていただきながら整備を行っていきたいということで考えております。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

了解いたしました。３月２６日、本町と西彼杵医師会との災害時等における緊急対応

等に関する協定が締結されましたが、今後、町民にとってメリットというところで期待

されますが、どのような形で町との連携をされるのかをお聞かせください。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

３月に西彼杵医師会と協定を結ばさせていただいたんですけれども、主な内容としま

しては、在宅で療養をされている方、例えば人工呼吸器をつけて在宅で療養をされてる

方々、そういった方々につきましては、どうしても電源とかが必要になってまいります。

災害時には停電等も想定をされますので、そういった場合に電源確保が必要といった場

合がございます。そういった方々につきまして、医療も含めてという形にはなるかと思

うんですけれども、そういった方々に対しての緊急的な対応をしていただくということ

で、搬送先の医療機関等を医師会と連携をして、そこの指定を事前にしていただいて、

そこに搬送するというようなことでの連携を図っていくという内容でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 



了解しました。今後、緊急避難時の対応としまして、指定避難所で現在指定されてお

ります県立大学シーボルト校との緊急時においての福祉避難所、そしてまた福祉施設、

病院、そのように対応がまた個別でする方がいらっしゃる方、そしてまた、コンビニと

の連携なども臨時福祉避難所としての開設も今後必要かと思います。障害児、者、障害

種別毎の振り分け、乳幼児などの個別の対応が可能となると思いますが、その辺りはど

のようにお考えになるでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

個別の対応という御質問でございますけども、先程もちょっと申し上げましたけど、

要支援者の個別支援計画の中でそういう内容も詳細にわたってそれぞれの対応をできれ

ばというに考えております。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

細田福祉課長。 

○福祉課長（細田愛二君） 

先程も少し述べさせていただいたんですけれども、いろんな配慮が必要とされる方々

が、避難をされる方々にはあると思います。そういった方々の状況であったりとか、避

難生活が長くなるとか、ある一定期間になるという場合にはどうしてもそういったこと

で、その方々に応じた配慮、支援が必要な避難所、その方々に合った支援避難所が必要

かと思われますので、そこにつきましては、先程申し上げましたけれども、仮の避難所

の対応、人的支援、そういったことを活用しながら対応してまいりたいと思います。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

了解しました。よろしくお願いします。 

本町は様々なデジタル防災情報無線ですが、インターネットを介して防災メールなど

の情報配信を行っております。しかし、高齢者や聴覚に障害のある方など災害支援が必

要な方などは、インターネットでもなかなか情報が取得できないと、それでテレビ媒体

からの文字情報として情報配信が１番迅速に収集できるのではないかなというふうに思

っております。ＮＢＣが災害情報等を配信しておりますＮＢＣデータ放送というのがご

ざいますけれど、それを活用して高齢者、聴覚障害者等のために提携をしたらいかがで

すかと思いますが、見解をお聞かせください。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

本町におきましては、昨日、一昨日の答弁の中でもちょっとお話しさせていただきま



したように多重放送という形でいろんな放送媒体を使いながら、させていただいており

ます。今後は、そういう放送の手段として、１つとしては研究協議をさせていただけれ

ばと思ってます。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

このＮＢＣデータ放送は、現在利用している自治体が長崎市、諫早市、西海市、佐世

保市、松浦市、東彼杵町、川棚町、新上五島町、５市４町が提携を行っております。あ

らゆる防災情報から生活情報様々に収集できますし、目で確認ができるというところは

高齢者や障害者にとっては非常に便利っていうところでありますので、是非、活用をお

願いいたします。 

長崎市では、この防災行政無線戸別受信機なども整備しておりますけれども、本町で

はこの防災情報の戸別受信機というのはどのように、今対応はなってるでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

戸別受信機でございますけども、本町におきましても、まず配置をしている箇所でご

ざいますけど、まず自治会長に５０台、消防団に１３台、避難所ですね、これ避難所が

全て開いた場合でございますけども、まず４０台、それからその他の公共施設というこ

とで３台、先程ちょっと出ましたけども難聴地区ということで一応３８台しております。

災害対策本部で１８台、現在１６２台を配置させていただいております。今後、例えば

そういう一定の条件とか、聞こえにくい場所、またはそういう戸別受信機が必要とされ

る方につきましては、現地調査等を行いながらそこの確認をさせていただいたあとに同

意を求めて配置をすることも考えております。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

是非、戸別情報配信を必要とされる方には要望を募って、検討をお願いしたいと思い

ます。 

それでは非常災害時の取組と避難訓練なんですが、先日、長崎県下で防災訓練が実施

されましたけれども、本町からの参加はされたのでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

本町からも長崎県の総合防災訓練には参加をさせていただいております。 

○議長（内村博法議員） 



安部議員。 

○３番（安部都議員） 

その中で取組状況、防災訓練の実態はどうだったのか。本町への今後の対応策として

何か有利なところがあったのか、その辺りはいかがでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

総合防災訓練でございますので、いろんな所でいろんな訓練がされました。私たちが

ちょっと目を引いたのは、障害者の方の、ジンリキという名前だったんですけども、そ

れを県知事にもお知らせしながらそういうことをやられたのが、ちょっと特徴的だった

かなと思っております。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

私もこれ、ニュースで見てまして、今回初めて障害当事者の方たちが参加をして防災

訓練に臨んだというところで、車椅子にジンリキというものを付けて、簡単な軽い力で

誰でも輸送できるというところで、輸送補助機器を取り付けて訓練を行ってましたし、

またＳＴＳの移動サービス、福祉タクシー、また本町にもリフト付きの図書館移動サー

ビスなどもありますけど、そういったところも活用しながら今後、その輸送補助機器な

ども体制を構築していくということが必要ではないかなというふうに思いますが、今後、

購入についてはいかがお考えになるでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 

今、お話をいただいたジンリキにつきましては、車椅子を簡易に輸送できるというこ

とは本庁内でも関係者には紹介をさせていただいております。ほかの輸送手段等につい

てはちょっとまだ今のところは研究させていただきたいと思います。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

災害時における１つの新兵器と言いますか、災害時の遭難者の早期発見、飲食料を運

ぶためのツールとして小型無人機のドローンが活用されておりましたけども、これにつ

いてはどのようにお考えになるでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

山口総務部理事。 

○総務部理事兼地域安全課長（山口功君） 



ドローンの活用につきましては、以前も御質問いただいた経緯もございますけども、

国土交通省の方の事務所の方にあるということは聞いておりますけども、このドローン

につきましては操縦免許、許可等かなり複雑になってきますので、これにつきましては

もう少し研究させていただきたいと思いますし、もしドローン等必要である場合には、

国土交通省等の協議をしながら対応できればと思っております。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

是非、ドローンの講師による技術を学ぶ講習会を開催していただき、ドローンの達人

を増やして災害時など地域活性化に繋げていただきたいというふうに思っております。 

それでは男女共同参画に移ります。５年間の長与町第３次男女共同計画が策定をされ

ておりますけれども、昨日、同僚議員の答弁で職員の意識改革と何度も答弁がされてお

りました、例えば意識改革をしても職場で実行に移さなければ、研修やセミナーを受け

ても改革ができたっていうふうにはなりません。絵に描いた餅で終わってしまうところ

でありますけれども、今後ワーク・ライフ・バランスの取組と申しますか、本町での新

たな取組があったら教えてください。 

○議長（内村博法議員） 

荒木総務課長。 

○総務課長（荒木秀一君） 

お答えをいたします。新たな取組ということでございますが、現状の今様々な取組に

つきましては、長与町特定事業主行動計画の中におきまして策定をし、計画を実行に移

しているというところでございます。現段階におきまして新たな取組というところにつ

きましては、これから考えてまいりたいというところでございます。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

それでは、昨年度に男性の育休を取得された職員は何人いらっしゃいますでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

荒木総務課長。 

○総務課長（荒木秀一君） 

過去の育児休業取得者ですが、平成２０年度から２９年度までの間に１名でございま

す。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

やはり非常に少ないと思うんですね。いろいろな弊害あるとは思うんですけれども、



そういった男性が育休を取ることによって、やはり女性の方たちも出産、結婚して、退

職しても、一時休暇しても、また元の職場に戻ってこれるというところで、やはり男性

の育休が重要じゃないかなというふうに思いますが、今後どのようにその対策を講じて

いくのか、職場環境体制の構築に繋げていくのか、再度、お聞かせください。 

○議長（内村博法議員） 

荒木総務課長。 

○総務課長（荒木秀一君） 

この９年、１０年の中で１名というのは大変少ない数字だと思っております。この育

児休業の取得に関してはもちろん職場の中でも課長をはじめとして、取得の促進という

形では努めているところでございます。ただし、職員の家庭の事情等々もございます。

その中での本人の希望によって取得されるものでございますので、なかなか取得できな

い状況にあるとは思っておりますが、今後も引き続きこの計画の中には策定しておりま

すので、取得に関して促してまいりたいと思っております。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

女性が社会で活躍するためには、そういった職場環境の改善、意識改革を進めるとい

うことは重要でありますので、その辺りは今後、検討していただきたいと思います。庁

舎内での女性管理職の状況というところで先程お聞きしましたけれども、それでは小中

学校での女性管理職は３年間でどのくらいいらっしゃったのか、お知らせください。 

○議長（内村博法議員） 

金﨑教育委員会理事。 

○教育委員会理事兼学校教育課長（金﨑良一君） 

お答えいたします。本年度が１名です。昨年度はゼロ、一昨年度もゼロでございます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

女性がまだまだそういった学校部門でも管理職になるというのは難しいのかなという

ふうに思いますけども、でも今後、今法律もどんどん変わってきてますし、環境も少し

ずつ変わっておりますので、そういうところで女性が活躍できる管理職になるというと

ころは重要じゃないかなというふうにも思っております。本町では課長クラスが１２.

５％というとこですけれども、本町でのこれからの女性管理職を増やすための対策とい

うのは行われる予定でしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

荒木総務課長。 

○総務課長（荒木秀一君） 



お答えをいたします。先程、課長職以上ということで申しました。長与町の特定事業

主行動計画の中におきましては、目標を２０％に見据えた形での人材の登用ということ

でございます。本年の４月１日時点におきまして、管理職、参事職以上の数字としまし

ては２１.０５％ということで一定の数値はございますが、あくまでも結果でございま

して、個人の能力に応じたところでの適正な人事管理の下に生まれた結果でございます。

今後につきましては、今、女性に対する管理職養成という形でリーダー育成に関する研

修を２つ、毎年御案内をしているところでございます。引き続きこういった研修を充実

させながら取り組んでまいりたいと思っております。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

今後とも推進できるようによろしくお願いいたします。それから政治分野における女

性議員の参画でありますけれども、５月２３日に政治分野における男女共同参画推進法

が施行されました。政党に女性候補者の男女均等、同数を努力義務化したこの法律であ

りますけれども、先程町長もおっしゃっておりましたけれども、やはり努力義務と言っ

てもこれから女性が政治に参加するためには、やはりいろんな意味で家庭、職場の環境

体制が必要だと思います。そしてまた若い２０代から４０歳ぐらいまでの子育て中の女

性も政治参加するため、今後、本町としての意識改革に繋げていただきたいと思います

けれども、今後の未来に向け町長の考えを、見解をお聞かせください。 

○議長（内村博法議員） 

吉田町長。 

○町長（吉田愼一君） 

おかげさまで長与町の議会は非常に認識の高い方がおられて２５％と、ほかの所では

ちょっと聞けないぐらい多い人数が出ていただいております。長与町としましても町自

体の組織の中でも、女性職員の登用ということ、そして管理職への登用というのは、と

にかくその辺りは率先垂範してやっていくということの中でいろんな課題も出てくると

思うんですね。何が問題なのかということ。例えば長与町から外れて一般の企業になり

ますね、どうしてもまだ企業の中での取組ということもありますでしょうし、それぞれ

の問題があるかと思いますけども、長与町がある種のモデルケースとなって牽引できれ

ばと思ってますし、議会もいろんな議会おありでしょうからそういったものを見ながら

研究していただいて、お互いに切磋琢磨しながらその辺りを研究課題としていきたいと

いうふうに考えてます。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

是非、女性が輝けるように男女共同参画、女性の輝ける長与町として取り組んでいた



だきたいというふうに思っております。女性議員が増える、同時に男性議員や国民に対

する意識改革の呼び覚ましともなりますし、女性が一線で活躍するための第一歩になる

ための法律ですので、取り組んでいただきたいというふうに思っております。 

それから待機児童の現状でございますけれども、今年２月から３月にかけて待機児童

の人数と４月以降の現在の待機児童数をお知らせください。 

○議長（内村博法議員） 

村田こども政策課長。 

○こども政策課長（村田ゆかり君） 

待機児童と言いますのは、公表しておりますのが４月と１０月分になりまして、２月

の時点、３月の時点というところでは数字を出していないのが現状です。この数字の出

し方も一定の計算方法に基づいたものになりますので、４月の時点で申し上げさせてい

ただければ、２８年度までは０人、そして２９年度になって６名、今年度３０年度なん

ですけれども、まだ公表はしておりませんけれども、一応１４名ということで報告をす

るように予定をしております。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

待機児童の問題もやはり女性が労働市場に参画したくとも、子どもを預ける場所が無

いというところで、そこがネックとなって社会進出ができない現状がございます。そこ

を改善することが町の責務であるというふうに思いますが、昨日、同僚議員の答弁で保

育所の受け皿を１２６％確保したと言われましたけれども、待機児童が１０数人いらっ

しゃるというところは、やはり受け皿がなかなか、保育士が不足してるのか、保育所が

不足してるのか、その辺りはどうなんでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

村田こども政策課長。 

○こども政策課長（村田ゆかり君） 

平成２５年度から２９年度まで待機児童解消加速化プランというものを国も策定し、

町の方もそれに計画に基づきまして増やすような努力をしてまいりました。計画上は、

国は１２５.６％増やしたと、まだ暫定的な見込みの数字ですけれども、本町において

は１２６.４％、全国を上回るような整備の方をさせてはいただいているんですけれど

も、それ以上に女性の活躍というところで申し込みの方が増えておりまして、実際、実

態的には待機児童が出ているような状況でございます。保育所の総枠、全体的な枠とし

ては足りてはいるんですよ。ただ０歳児、１歳児という低年齢児のところが入所ができ

ないという状況が発生をしておりますので、今、町内の保育園、幼稚園の方とはその年

齢の定員の数字の入れ替えと言いますか、組織を見直しをということで今お話をさせて

いただいておりまして、今年度も１園については２０名程度何とか枠が設けられそうだ



というところで、今は総枠は足りているので３歳以上のところの枠を０、１、２の方に

移行ができるようにということで協議をさせていただいているような状況です。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

様々な努力をされてるというところで理解をしましたけども、今後、また女性が働け

るように子どもが預けられるような体制をスムーズにいけるようにしていただきたいと

思いますが、それでは行政のイベントの際の親子連れの子ども一時預かりなんですが、

それについてもですけど、現在やはり講演会とか、議会の傍聴に親子連れが来たくても、

現在、親子連れがままならない状況であるというとこですけれども、現在、議会改革も

行っておりますが、やはりこの親子連れのお母さんたちが傍聴したくても参画できない、

この現状はやはり打破していかなければならないというふうに思いますが、その時に一

時子ども預かりを、この本町としまして、場所と保育士を庁舎内に一時預かりの保育所

として確保できないか、その辺りは御検討をしていただけないでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員、今の件は議会についての質問ですか。そうであれば今の質問は取り下げて

ください。ほかのイベント等の一時預かりをどう考えてるかっていう点について絞って

ください。 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

それでは質問を変えますけれども、イベントなんかで先程町長が回答を行いましたけ

れども、なかなか参画はできないというところで、ファミリーサポートなんかに依頼を

されて利用案内をされてるというところでありますけども、やはりそういったところで

子どもたちを預かる場所をもっと増やすべきじゃないかなっていうふうに思いますが、

その辺り今後の努力としてはどのようにお考えになりますでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

荒木政策企画課長。 

○政策企画課長（荒木隆君） 

町以外が主催するようなイベントに参加される場合は先程町長の答弁にもありました

ようなファミリーサポートセンターの活用。町が主催をする講座等においては、想定さ

れる世代、参加される年齢層、あと安全上の視点などから託児が望ましいと判断した場

合、それから男女共同参画のセミナーは特にそうなんですけども、男女問わず若い方か

ら高齢者まで数多く参加をしていただきたいという観点からはそうした託児室の設置を

しているケースもございますので、今後ともそういった考えの下、可能な限り設置をし

てまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 



安部議員。 

○３番（安部都議員） 

了解いたしました。よろしくお願いいたします。 

それでは心の健康相談窓口についてお伺いいたします。町民の方からこの役場は窓口

に相談したくても、若い人の相談窓口が対応できてないという相談を受けました。高齢

者や子どもたちの包括窓口はあるけれども、心の相談窓口が無いというところで、現在

いろいろな様々な所で紹介されている所ありますけれども、今後、本町に心の健康相談

窓口を設置したらいかがかなと思いますが、その辺りは御検討いかがでしょうか。 

○議長（内村博法議員） 

志田健康保険課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

御質問にお答えいたします。心の健康相談窓口ということで標榜ははっきりと示して

おりませんが、健康保険課の方が窓口となって対応をしております。その中でこれは子

どもの件、これは高齢者の件とか、そういうふうにやっぱり分けていくという場合も多

いですので、そこはもう横の課との連携ということで、その方にとって１番ふさわしい

場所の紹介とかも兼ねております。また、町長の答弁にもありましたように精神科医の

紹介、例えば先程言いました西彼保健所の相談窓口、そういう所の紹介等も行っており

ますので、今後、町民の皆様に心の健康相談は健康保険課であるというところをもう少

しＰＲの必要はあるかとは思っております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

安部議員。 

○３番（安部都議員） 

やっぱり気軽に相談ができる体制を整えていただく、そして見える化が必要じゃない

かなと思います。リアルタイムでその時に相談をしたいというところで町民の方は考え

てますので、その辺りよろしくお願いいたします。質問を終わります。 

○議長（内村博法議員） 

場内の時計で１０時４５分まで休憩いたします。 

（休憩 １０時３１分～１０時４５分） 

○議長（内村博法議員） 

休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

日程第２、議案第３７号長与町税条例等の一部を改正する条例の専決処分の承認を求

めることについてを議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 



お諮りします。 

ただいま議題となっています議案第３７号は会議規則第３９条第３項の規定により、

委員会付託を省略したいと思います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第３７号は委員会付託を省略することに決定いたしました。 

これから議案第３７号の討論を行います。 

まず、反対討論ありませんか。 

次に、賛成討論ありませんか。 

討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから日程第２、議案第３７号長与町で条例等の一部を改正する条例の専決処分の

承認を求めることについてを採決いたします。 

本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、本案は原案のとおり承認されました。 

次に、日程第３、議案第３８号長与町都市計画税条例の一部を改正する条例の専決処

分の承認を求めることについてを議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

お諮りします。 

ただいま議題となっています議案第３８号は会議規則第３９条第３項の規定により、

委員会付託を省略したいと思います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第３８号は委員会付託を省略することに決定いたしました。 

これから議案第３８号の討論を行います。 

まず、反対討論ありませんか。 

次に、賛成討論ありませんか。 

討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 



これから日程第３、議案第３８号長与町都市計画税条例の一部を改正する条例の専決

処分の承認を求めることについてを採決します。 

本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、本案は原案のとおり承認されました。 

次に、日程第４、議案第３９号長与町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専

決処分の承認を求めることについてを議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

河野議員。 

○１４番（河野龍二議員） 

何点か質疑を行いたいと思います。まず１つは、国民健康保険税の限度額が今回５４

万から５８万になるということで、これは国民健康保険だけの限度額ということだとい

うふうに思いますんで、介護保険、後期高齢者支援分の限度額を合わせると総額限度額

がどれくらいになるのか、まずそこをお伺いしたいというふうに思います。 

それと２号中と３号中は、一定所得の低い方々に対する減免措置というふうに思いま

すが、今回限度額が上がることによって限度額の対象になるのがどれくらい増えるのか。

また減免の対象になる方がどれくらい増えるのか、そこと。 

最後に、そもそもその限度額の引き上げが通常２年毎に行われたりしております。こ

の限度額の引き上げをこうやって行う考えというものがどういうものなのか、そこを再

度伺いたいというふうに思います。 

○議長（内村博法議員） 

志田健康保険課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

それではお答えさせていただきます。初めに総額幾らになりますかという件ですけど

も、それにつきましては総額９３万円になります。次の御質問の影響の人数と影響額に

ついてですけども、賦課限度額の引き上げによる影響が２９年度と３０年度の所得が同

じというふうに仮定した場合という条件で答えさせてもらいます。平成２９年度は１０

７世帯がその限度額に入っておりました。これが平成３０年度になりますと８０世帯に

減ります。結果、１８世帯の減となります。金額にしたら３８４万９,７４４円の、役

場の方から言わせてもらったら増収というふうになります。次に、５割軽減の所得の引

き上げにつきましては、平成２９年度は７５３世帯でした。これが平成３０年度になり

ますと７７１世帯。１８世帯増えます。金額に直しますと１２１万８５０円です。役場

の方から言わせますと減収になります。次に、２割軽減所得の引き上げによる影響です

けども、平成２９年度が６９１世帯、平成３０年度が６９７世帯ということで６世帯影



響を受けます。金額に直しますと７万１,６６０円の減収になります。限度額の引き上

げとあと所得の引き上げを合わせますと２７５万６,２３４円の増額になります。なぜ

このように限度額等の引き上げがあったかと申しますと、全国的に物価上昇とかも併せ

まして、それを考慮して国の方が決めたということになっております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

河野議員。 

○１４番（河野龍二議員） 

それで３０年度から国民健康保険が県の方に移行されたわけですよね。それで、今、

納付金という形で本町は県に納付しなければならないというふうになってますが、それ

との兼ね合いというのは、これは影響は無い。今のお話を聞くと２７５万の増収ですか

ら、納付金が一定額決められておってもこの分入ってくるということで、影響は無いと

いうふうに思うんですけども、仮に逆に、これ今の３０年、２９年度の所得に対する結

果だというふうに思うんですよね。これは仮にもし３０年度の所得で減収が増えた場合

はこの納付金が影響してくるわけですよね、納付金は１００％納めないといけないとい

う意味では。そこは、例えばこれが変わることによって納付金の金額変わるということ

はないとは思うんですけども、そういう減収だとかが出てきた場合の対応というのはど

ういうふうに考えられてるのか。そこ、あれば教えていただきたいと思います。 

○議長（内村博法議員） 

志田健康保険課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

納付金の算定というのは基本的に所得、そして医療費というところで各市町村に県の

方から幾ら納付してくださいというふうにお知らせが来ます。税が減少してどうしても

足りないというときは県の基金から借りて一旦お支払いをします。その借りた分という

のは２年後に計画書を提出して、それから計画的に返すような流れになっております。 

○議長（内村博法議員） 

河野議員。 

○１４番（河野龍二議員） 

そうすると、この地方税法が変わったということで、この条例の提案は各自治体の裁

量でできるというふうに思うんです。決して、この税法が変わったから限度額を、この

範囲で限度額を決められるというふうな形だと私は理解してたんですけども、今回、法

が変わったからそのままそれを引用してこういうふうにやったというふうになりますけ

ど、先程の説明ですと仮に納付金の決められた額から減収になるという場合は、丸々県

から借りて、その分負担が増えるというような形になってしまいますよね。だから、ち

ょっとそこは今回の例で見ると２７５万ぐらいの増収になるということですけども、こ

こはもうちょっと慎重に対応するべきではなかったのかなというふうに思うところがち

ょっとあるんですが、質問の趣旨が分かりますか。いわゆる国が法律でこう替えて良い



ですよと決まりましたと、それでそう変えましたと。県から決められてる納付金があり

ますと、それを９４％ぐらいですか、収納率で確保できますというふうにしてましたと。

しかし、その９４％確保できる金額がこの法律の改正によって下がりました。いわゆる

９４％だと１００％納めきれるんですけども、この法律の改正によって、その金額が１

００％にならなくなったというようになると、これは町にとってというか、町にとって

もそうですし、加入者にとってもちょっと大変なことじゃないかなというふうに思うん

で、その辺がもっと配慮してすべき内容ではなかったかなというふうに思うんですけど

も、もし御回答がいただければお願いしたいというふうに思います。 

○議長（内村博法議員） 

中山健康保険部長。 

○健康保険部長（中山庄治君） 

国民健康保険につきましては３０年度から県が標準の保険税、保険料を算定するよう

になっております。その際に、先程出ました長与町の状況を所得割とか均等割とか平等

割とか、そういうのも一定、加味して保険料を全県下的に算定しております。その中で

限度額の５８万、当然、県も国のを準じて５８万という数字を考慮してくると思うので、

町としてもそれを考慮しないと納付金が足りなくなる可能性がありますので、そこは一

定、町としても配慮して条例改正をすべきものだと思っております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

他に質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

お諮りします。 

ただいま議題となっています議案第３９号は、会議規則第３９条第３項の規定により

委員会付託を省略したいと思います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第３９号は委員会付託を省略することに決定いたしました。 

これから議案第３９号の討論を行います。 

まず、反対討論ありませんか。 

河野議員。 

○１４番（河野龍二議員） 

議案第３９号について、私は反対の立場で討論いたします。今回の専決処分ですが、

国民健康保険税の賦課限度額を４万円引き上げて５８万円にすると。他の介護保険、後

期高齢者の支援分を合わせると限度額が９３万円になると説明がありました。一方、５

割軽減、２割軽減の低所得者層と言われるところの保険料の軽減の提案も同時にされて



おります。ここは一定説明にありました今の物価の問題等々含めて、負担軽減を図られ

た措置だというふうに思います。ですが、そういう負担軽減を図るのであれば、私は、

こうした限度額を引き上げてその部分で負担軽減を図るという策ではなくて、国の負担

分を、国庫負担分を大幅に引き上げると。これは本町でも必ず国庫負担分を引き上げて

ほしいという要請をしてる内容でありますから、この部分を引き上げていただいて、全

体的にやっぱりそうした負担の軽減を図るということが必要だというふうに思うところ

が、反対理由の大きな理由です。厚生省の資料によれば様々な保険組合があります。こ

の中でやはり言われてるのは、国民健康保険税は所得の１割以上が負担となるというこ

とで、非常にそういう意味ではこの負担感は多いのではないかというふうに思います。

そもそも、やはりこの限度額が設けられたというのは、様々な理由があるというふうに

思いますけども、１つは前年度で土地の売買があった時に一時的に所得が増えて、国保

税が青天井にならないというふうな部分の配慮から、この限度額を決められてたという

ふうに思います。この限度額にしても、先程私が申しましたように各市町の独自の判断

でできるものであります。そういう意味では限度額が引き上がることで大きな負担にな

るという方々も生まれてきますので、今回の条例については賛成できないという立場か

ら反対討論とさせていただきます。 

○議長（内村博法議員） 

次に、賛成討論ありませんか。 

次に、反対討論ありませんか。 

次に、賛成討論ありませんか。 

討論なしと認めます。 

これで討論を終わります。 

これから日程第２、議案第３９号長与町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の

専決処分の承認を求めることについてを採決いたします。 

この採決は起立によって行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（起立多数） 

起立多数。 

したがって、本案は原案のとおり承認されました。 

次に、日程第５、議案第４０号長与町いじめ問題対策連絡協議会と条例を議題といた

します。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

吉岡議員。 

○１５番（吉岡清彦議員） 

議案第４０号ですね、いじめ問題に対する条例ですけども、いろんな形で新聞等々で



いじめ問題が出ておりますけども、長与町においても取組ということで良いことじゃな

いかと思っております。それでちょっと流れをですね、いろんな形でこの教育委員会と

か総務とかこう分かれて出ておりますけれども、１つの流れをまずは問いたいと思いま

す。それと任期についても協議会のはっきりとして２年とかなっております。サポート

の方についてはそこが明記無いように思います。 

それと第４章問題調査委員会についても、その答申した時点で終了とか出ておるわけ

ですけれども、この１つの流れとそういうのを含めて、あるいはその委員が終了した時

点で全員が解散して、また新しく作り直すとか、ちょっとそういうところの流れを、よ

りまた詳しくお願いしたいと思います。 

○議長（内村博法議員） 

金﨑教育委員会理事。 

○教育委員会理事兼学校教育課長（金﨑良一君） 

お答えいたします。まず、いじめ問題対策連絡協議会につきましては、これは予防の

ための協議会でございます。未然防止のための協議会でございますので、これも必ず開

くということで、この任期については２年ということで、先程御指摘のとおりです。続

きまして、いじめ問題等の学校問題サポートチームにつきましては重大事案が起こった

際に集まっていただきまして、この点について対策を練る、あるいは調査をするという

ふうな会議でございます。これにつきましては、いじめ問題対策協議会の任期を準用し

ておりますので２年ということで、ここは規定をさせていただいております。さらに、

いじめ問題調査委員会につきましては、教育委員会から離れた形で第三者委員会として

立ち上げるものでございますので、これにつきましてはさらに重大なケースということ

で臨時に集まっていただくことになります。以上でございます。 

○議長（内村博法議員） 

吉岡議員。 

○１５番（吉岡清彦議員） 

流れの中で調査委員会が、今度は総務の方になってるのかな。その流れで今度は委員

会のあり方というか、設置して問題が解決したならば、もう終わったならば、もう委員

全てそこで解散というか、そういう形になるのか、そのメンバーはそのままずっとやっ

ぱり残っていくのか。ちょっとそこんところを再度同じメンバーでなるのか、ちょっと

その後の流れをより詳しくお願いします。 

○議長（内村博法議員） 

荒木総務課長。 

○総務課長（荒木秀一君） 

お答えをいたします。町長部局の方で設置いたします長与町いじめ問題調査委員会、

こちらに関しましては構成員、メンバー５名となっております。こちらの設置につきま

しては、先程金﨑理事からの御答弁にもありましたとおり、重大な問題が起きた際に、



要はこの事案に関わった子どもに関係するいわゆる委員がメンバーの中に入ってはいけ

ないというところもございまして、そういった趣旨を踏まえながら問題が発覚後、報告

を受けた後に、都度、委嘱をいたしまして問題解決後につきましては解散という流れに

なります。その委員会の中で所掌の事務等が決まっていくものでございます。 

以上です。 

○議長（内村博法議員） 

吉岡議員。 

○１５番（吉岡清彦議員） 

再度、最後ですけども、その都度、この調査委員会の方のメンバーは変わるというこ

とで良いわけですかね。ちょっとそこんとこ再度。 

○議長（内村博法議員） 

荒木総務課長。 

○総務課長（荒木秀一君） 

長与町いじめ問題調査委員会のメンバーにつきましては、その都度、こちらの方から

特定の方にお願いするのではなくて、例えば弁護士だったらそういった弁護士会、こう

いった団体に対して推薦をいただきます。その中で推薦いただいた方、子どもに関わっ

ている方というのを除かなければなりませんので、その都度、変わる可能性が大いにあ

ると御理解いただきたいと思います。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

他に質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４０号は総務文教常任委員会に付託いたします。 

お諮りします。 

ただいま総務文教常任委員会に付託しました議案第４０号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって６月１３日までに審査し終了するよう期限をつけることにしたいと思

います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第４０号は６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけること

に決定いたしました。 

次に、日程第６、議案第４１号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 



質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４１号は総務文教常任委員会に付託いたします。 

お諮りします。 

ただいま総務文教常任委員会に付託しました議案第４１号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって、６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと

思います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第４１号は６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけること

に決定いたしました。 

次に、日程第７、議案第４２号長与町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４２号は産業厚生常任委員会に付託いたします。 

お諮りします。 

ただいま産業厚生常任委員会に付託しました議案第４２号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと思

います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第４２号は６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけること

に決定いたしました。 

次に、日程第８議案第４３号長与町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４３号は産業厚生常任委員会に付託いたします。 

お諮りします。 



ただいま産業厚生常任委員会に付託しました議案第４３号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと思

います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第４３号は６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけること

に決定いたしました。 

次に、日程第９、議案第４４号長与町指定地域密着型サービスの事業者等の指定に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４４号は産業厚生常任委員会に付託いたします。 

お諮りします。 

ただいま産業厚生常任委員会に付託しました議案第４４号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと思

います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって議案第４４号は６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることに

決定いたしました。 

次に、日程第１０、議案第４５号長与町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正

する条例を議題といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４５号は産業厚生常任委員会に付託いたします。 

お諮りします。 

ただいま産業厚生常任委員会に付託しました議案第４５号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと思

います。 

御異議ありませんか。 



（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって議案第４５号は、６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけること

に決定いたしました。 

次に、日程第１１、議案第４６号平成３０年度長与町一般会計補正予算第１号を議題

といたします。 

これから質疑を行います。 

質疑ありませんか。 

吉岡議員。 

○１５番（吉岡清彦議員） 

では、歳出の１０、１１ページのところの下段の８款土木費、委託料で１,６００万

の公園の計画策定ということで出ておりますけども、こういうこれからの高齢化社会に

向かっていく中で、団地なんかではものすごく今高齢化が進んできてるわけですけど、

何回か私も公園の整備の中で、高齢者に対するちょっと休息ができるような形の策定な

んかも御理解してないかということでお願いしてきたことあるわけですけど、そういう

のを含めながら今後こういう策定なんかをやっていって欲しいわけですけども、そうい

うことを含めながらの策定になっていくのか、ちょっとそういうところをお聞きします。 

それと公有財産の中尾城公園とありましたけども、この公園がどれぐらいの平米でど

ういう形で、これが今度はこの公園に寄与していくのか、そこのところの場所とかお願

いします。 

それと１２、１３ページの小、中学校の一般備品購入でパソコンのリースから購入と

いう説明が小、中学校とあったわけですけども、一部なのか、全てがこれだけの金額で

賄いきるのか、あるいはまだ次年度にまた、あるいは補正とかでいくのか、ちょっとそ

この中身、その点をお願い致します。 

○議長（内村博法議員） 

中尾土木管理課長。 

○土木管理課長（中尾盛雄君） 

お答えします。まず公園の長寿命化の話ですが、まず今年度中に策定をして次年度か

らの改修工事になるかと思います。内容については、基本的には公園の長寿命化になり

ますので、維持の部分がメインになっております。多分、議員御指摘の分については健

康器具とか、そういったものも含まれるのかなと思いますけど、基本的には今あるもの

をそのまま維持していくという大前提があります。ただし、それを集約する分について

は今後の協議が出てきて、補助金の活用ができるものとできないものと出てくるかとは

思っております。 

続きまして公有財産の購入費の部分になりますが、こちらが中尾城公園の用地になり

ます。場所につきましては、エレナの上の部分と思っていただきたいと思います。４筆



で広さについては２,１６０平米、これだけの購入を、交渉事を考えております。 

以上です。 

○議長（内村博法議員） 

宮司教育総務課長。 

○教育総務課長（宮司裕子君） 

小、中学校のパソコンに関しましては、リースから購入に替えたものに関しては、今

回、購入は一部になります。小学校におきましては職員室の教職員用のパソコンの３６

台分になります。それと普通教室に置いてありますパソコン１４５台を今回購入するよ

うにしております。中学校におきましては、職員室用の教職員用のパソコンの一部、２

４台の購入を計画しております。また、次年度以降、また教職員のパソコン等の購入を

計画しております。以上です。 

○議長（内村博法議員） 

他に質疑ありませんか。 

質疑なしと認めます。 

これで質疑を終わります。 

ただいま議題となっています議案第４６号は総務文教常任委員会に付託します。 

お諮りします。 

ただいま総務文教常任委員会に付託しました議案第４６号は、会議規則第４６条第１

項の規定によって６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと思

います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。 

したがって、議案第４６号は６月１３日までに審査を終了するよう期限をつけること

に決定いたしました。 

これにて本日の日程を終了いたします。本日はこれで散会いたします。お疲れ様でし

た。 

（散会 １１時１７分） 

 


